






























































































































































収 ・研究開発に対する税制上 ・経常収入 ・リサイクル利用収益


















































































































































支? 26? 1? 51? 11? 7? 16? 54? 87? 23?8? 88
積収支? 26? 67? 118? 107?100? 84? 30? 57? 80? 88? 88
在価値? 26? 36．6? 40．7?78?4．3? 9D?27? 40?9．1? 28? 3D
































































































































































収支 一27 一41 一51 ＋13 ＋9 ＋18 ＋56 ＋89 ＋23 ＋8 ＋97
累積収支 一27 一68 一119 一10697 一79 一23 ＋66 ＋89 ＋97 ＋97
現在価値 一27 一36．6 一40．7＋9．6 ＋6．5 ＋10 ＋28 ＋40 ＋9．1 ＋2．8 ＋1．7





















1期 2期 3期 4期 5期 6期 7期 8期 9期
売上高 1，000 12001β00 25001，500
変動費 400 480 7201ρ00 600
補償貢献利益 0 0 600 7201ρ80 1，500 900 0 0
固定費 200 300 250 200220 260 250 240240
期間利益 一200 一300 350 520860 1，240 650 一240 一240
累積原価 200 500 1，150 1，8302，770 4ρ30 48805，120 5β60
累積収益 0 0 1ρ00 2，200 4ρ00 65008ρ00 8ρ00 8ρ00



























































期　間 1期 2期 3期 4期 5期









企業固定費 ×××× △△△△ ×X×X
期間成果
期間（製品A） 1期 2期 3期 4期 5期
売上高
ﾏ動費
補償貢献額1
ｻ品固定費
×××× ×××× ××××補償貢献額II
ｻ品固定費 ×××× ××××
製品成果
　　　　　　　表8　多段階補償貢献額計算（上段）と製品成果計算（下段）
（出所）Brec比Ulrich（2005），　Kostenmanagement－Nezae　Tools　fuer　f）raxis－，　Gabler，　Wiesbaden，
　　　S．113～S．114．
とにもなるのである。
　ドイッでは，価値的原価概念と支出的原価概念という対立する代表的な原価概念がある。一
般的な原価概念は，価値的な原価概念といわれている。しかし，最近の意思決定志向の原価計
算についての原価概念では，支出的原価概念が有力であり，そのばあい，投資計算で利用され
る支払いとの差異はない（Kremin－Buch，2004，　S．161）。また，これまで見てきたように，基本
的には，PLCCingに適用する補償貢献額計算も，期間計算を放棄している。そこで，既述の
ように，このアプローチと投資計算方式との大きな相違は，時間価値の考慮にあるといえるの
かもしれない。しかし，前節で示した投資計算方法によるアプローチと補償貢献額計算方式に
よるアプローチには，その利用において，もっと大きな基本的な相違があるように思われる。
その相違を明らかにするために，ここでは，PLCCingとしての適用を考慮した補償貢献額計
算構造を示すことにする（表9参照）。そして，これに関連して，このアプローチの支持者で
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あるッェーボールドの見解を次に示すことにする（Zehbold，1996，　S．49f）。
　これまで繰り返し指摘してるように，発生サイクルで発生する製品開発原価とサービス・サ
イクルで発生する製品保有原価の重要性が増大することで，原価・収益・成果計算は，製品ラ
イフサイクルに拡大する必要がある。ツェーボールドは，このライフサイクル志向の概念につ
いて2つの重要な視点をとりあげている（Zehbold，1996，　S．49）。
　1つは，製造原価を引下げるために，製品ライフサイクル全体の投資の経済性が示されなけ
ればならないということである。たとえば，発生サイクルにおける投資活動が，その後のサイ
クルで発生する仕損費を縮小することになるならば，当該投資活動は，製造・販売に影響を及
ぼすことになる。したがって，投資の経済性計算は，すべての製品ライフサイクルにおける原
価構造と結び付けられなければならないと述べている。それによって，製品ライフサイクルの
全成果の影響に効果的な領域を見て取ることができるからである。ツェーボールドは，つづけ
て，その場合まず製造者の領域での原価代替の可能性を知ることが重要であるが，さらには，
潜在的な顧客が，製品購入後に，その保有によって生ずる原価の経済性について気づくならば，
そのような原価を引下げるための製造者の活動によって，販売価格にも影響を及ぼすことにも
目を向けている。それは，製造者の視点から，製品ライフサイクル・コストと製品ライフサイ
クル収益の相互作用にも影響を及ぼすことになる。そこで，ツェーボールドは，PLCCingの
課題は，純粋な原価作用をこえた包括的な成果作用とみなさなければならないと述べている
（Zehbold，1996，　S．49）。
　他の1つは，とりわけ，研究開発費のような発生サイクルで発生する製品開発原価の増加，
あるいは，市場サイクルの短縮化による，サービス・サイクルで発生する製品保有原価の増加
のばあい，製品ライフサイクルの収益性考察は，そのような別個の原価カテゴリーの算入を必
要とする。これらの原価は，製品製造のために発生する原価とならんで，できるだけ発生原因
志向で考察されることがますます重要となってきているのである。そこで，ツェーボールドは，
これらの原価が，望まれる期間までに回収可能かどうかを推定することが重要であり，その回
収プロセスを同時進行で統制，また事後統制することも重要であると述べる（Zehbold，1996，
S．49）。
　これらの視点から，ツェーボールドは，方法上，PLCCingに適用される補償貢献額計算の
基本構造の条件について，最も重要な点は，製品ライフサイクルを関係対象とした成果計算で
あること，そして，この成果計算は，特定の製品ライフサイクルにおける原価・収益構造を考
慮したものであり，ライフサイクル・コスト問およびライフサイクル収益の作用を分析できる
もの，顧客志向の販売価格から導き出される原価算定プロセスをもつ原価企画を考慮したも
の，の3つを組み込むことを要求している（Zehbold，1996，　S．49）。
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　　表9　期間補償貢献額計算の連続としての製品ライフサイクル補償貢献額計算
（出所）Zehbold，　Cornelia（1996），“Fruezeitige，　lebenszyklusbezogene　kostenbeein且ussung
　　　und　ergebnisrechnung∴　kostenrechnungspraxis，40Jg・，1，　s．50，
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ツェーボールドは，補償貢献額計算の方法論的な中心は，限界効用計算であり，これは，製品
ライフサイクル関連の成果計算3）にもあてはめることができる。その中心的な構造は，時間
関連の限界効用計算であり，回収計算以外のなにものでもないとする（Zehbolde，1996，　S．49）。
表9はこの基本構造を示したものである。上段の図表は，原価と収益が，製品ライフサイクル
の時間経過につれて発生するように示されている。そのばあい，次のことが前提とされている。
・発生サイクルおよびサービス・サイクルでは，原価だけが発生し，収益は発生しない。
　製造・販売サイクルでは，製品との関係で，変動費も固定費も発生する。計算利子部分は固
　定費に属する。固定費は，単純化して，期間的な間接費として示される。変動費は，数量比
　例的と単純化される。
・発生サイクル，製造・販売サイクル，サービス・サイクルの累積的な原価に，製品販売によ
　る累積的な収益が対照される。これは，製造・販売だけに応じて数量比例的に発生するもの
　とする。
　しかし，この図表には2つの欠点がある（Kremin－Buuch，2004，　S．163）。1つは，補償貢献
額は，製造・販売サイクルの各年において獲得されるが，その年間補償貢献額を直接には示し
ていないということであり，他の1つは，ッェーボールドも指摘しているが，製品開発原価と
製品保有原価の回収時点を知ることができないということである。そこで，さらに2つの図表
が加わることになる。中段の図表は，製造・販売サイクルにおける各年の製品補償貢献額を示
している。毎年達成される収益に，その年特定の固定費と年ごとの製品変動費を加えたものが
対照される。1つ目の欠点を補うためのものである。下段の図表は，上段の図表から製品開発
原価と製品保有原価を統合し，これらの原価合計を製造・販売サイクルの各年に負担させる。
これらの原価は，これらの「期間に帰属可能ではないが，期間の補償貢献額によって，補償さ
れるべき原価割当額」（Kremin－Buch，2004，　S．）と考えられる。したがって，これらの原価の
補償は，累積的な中段の図表から追求されることになる。この図表によれば，製品開発原価と
製品保有原価は，製造・販売サイクルの4年目前期に回収されることが明らかとなる。すなわ
ち，当該製品は，この時点から純利益4）を達成することになる。
　この図表では，詳細には示されなかったが，方法論的には，製造・販売サイクルにおける期
間補償貢献額計算は，表8の多段階補償貢献額計算方式による計算がより重要性があると考え
られる。
5　むすび
製品の市場サイクルの短縮化傾向は，近年の企業間競争の激化からますます進んでいる。そ
こでは，市場サイクル前で繰り返される製品開発と製品改良の重要性が高まり，市場サイクル
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退出後のサービス活動の重要性が高まっているのである。しかしながら，伝統的な原価計算は，
製造プロセスに重点をおくものであり，前者の活動によって発生する製品開発原価あるいは後
者の活動によって発生する製品保有原価は，間接費として発生した期間に割当てられていた。
今日，これらの原価の重要性が認識され，これらの意義を考慮した戦略的な意思決定を行うた
めには，新たな原価計算方法が求められている。それが，製品ライフサイクル・コスティング
（PLCCing）である。
　本稿では，上述した新たな原価カテゴリーの重要性を指摘するとともに，そのために生ずる
伝統的な原価計算手法の不足部分と，その不足部分を補うための解決策としてのPLCCingに
ついて検討を加えた。とくに，方法論上，経営意思決定に有用な会計情報支援手法として
PLCCingは，どのように適用されるべきかについて示した。1つは，投資計算方式によるア
プローチであり，他の1つは補償貢献額計算方式によるアプローチである。概観上，大きな相
違は，前者は時間価値を考慮し，後者は時間価値を考慮していないことにあることが明らかと
された。製品ライフサイクルという多期間にわたる計算であるということから，また，原価は
早い段階で決定されるということから，投資計算方式に優位性があるように思われる。他方，
多期間の製品ライフサイクルについて計算対象とするため，そして，時間価値を考慮しない補
償貢献額計算はあまり大きな意義がないように思われる。確かに，製品ライフサイクルの最終
段階でようやく示される製品ライフサイクル利益は，あまり重要性があるとはいえない。しか
しながら，補償貢献額計算方式は，期間計算を放棄したといいながらも，本論で示したように，
最終的には期間補償貢献額計算を問題とする。期間補償貢献額は，企業の当該期間でのさまざ
まな意思決定を積み上げた結果であり，製品ライフサイクル全体の補償貢献額とは相互作用に
よって考察されるべきものであると考えられる。PLCCingの特別な意義は，製品ライフサイ
クルの早い段階にある。早い段階でなされるべき戦略的な意思決定は，製品ライフサイクルに
おける各期間の成果作用の計算上の予測から得られるものである。つまり，製品ライフサイク
ルの初期段階での戦略的な意思決定と，製品ライフサイクルの部分期間の業務執行的な意思決
定との間には相互作用があると考えられるのである。そこで，補償貢献額計算によるアプロー
チによってその修正を提示した。投資計算手法によるアプローチおよび補償貢献額計算による
アプローチ，それぞれに特徴があるが，これらのアプローチをうまく統合するために，さらに
検討する必要があるだろう。そこには，以前から論じられている投資計算と原価計算の統合問
題が前提にあると考えられる。これらの統合問題の考察については，次の課題とする。
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【注】
1）W．ビルデマン（Horst　Wildemann＞も，21の建設関係の巨大企業の経験的調査に基づいて，初期段階でほ
　　ぼ50％，構想段階でほぼ75％，デザイン段階でほぼ80％，設計段階でほぼ90％の原価が決定していること
　　を示している（Wildemann，1982，　S．39f．およびS．108£）。
2）ただし，A．バックーホック（Andrea　Back－Hock）は，上述の製品ライフサイクル概念に従うならば，多く
　　の原価は，直接費として帰属可能だとしている（Back－Hock，1992，　S．709）。
3）（単位価格一単位変動費）×年間販売量一年間固定費＝年間補償貢献額
4）製品利益は，上段の図と下段の図とは同じ高さになる。上段の図では，製品ライフサイクルの全収益が，
　製品ライフサイクルの全原価に対照されることによって製品ライフサイクル利益が算定されることを示し
　　ている。これに対して，下段の図では，製造・販売サイクルにおける補償貢献額がt累積的な製品開発原
　価と製品保有原価に対照されることによって製品ライフサイクル利益が算定されることを示している。
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